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研究成果の概要（和文）：標記の研究テーマのもとに、われわれは東南アジアとインドに進出し

た多くの中国企業と日本企業および関連機関を訪問し、ヒアリング調査を実施した。この調査

活動をとおして、われわれは第一に、現地企業に関する多くの新しい情報を収集することがで

きた。第二に中国企業の対外進出の要因について検討を進め、新たな知見を得た。第三に現地

中国企業の経営のありかた、特に企業間関係、ネットワークについて、現地日本企業と比較し

つつ検討し、新たな知見を伴った多くの論文を公表した。 

 
 
研究成果の概要（英文）：Under the above research title, we visited many Chinese companies, 

Japanese companies and related institutions in Southeast Asia as well as India, and 

conducted intensive interviews and field-surveys. Through these activities, firstly we were 

able to collect many new information about these local companies. Secondly we examined 

factors of oversea investment of the Chinese companies and obtained some new findings. 

Thirdly we studied management of the local Chinese companies, especially their inter-firm 

relations and their networks in comparison with local Japanese companies and published 

many papers with new perspectives and findings. 
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１．研究開始当初の背景 
近年、中国経済の国際的なプレゼンスが急

速に拡大しており、そのなかで中国企業の対
外進出(対外直接投資)も目覚ましく増大し、
広く注目されるようになっている。しかし、
中国企業の対外進出はまだ歴史が浅く、それ
に関する学術情報はかなり限られているの

が現状である。従って、われわれは、中国経
済、中国企業の対外的な拡張・進出という新
たな現象が学術的に検討する価値が大きい
と判断し、研究計画を立案した。 
 
 
２．研究の目的 

機関番号：33901 

研究種目：基盤研究(Ｂ) 

研究期間：2008～2010 

課題番号：20402033 

研究課題名（和文） 海外経営における企業間分業とネットワーク－日中企業比較 

 

研究課題名（英文） Interfirm division of labor and network in oversea business 

―Comparative analysis of Japanese and Chinese enterprises. 

研究代表者 

 川井 伸一（KAWAI SHINICHI） 

愛知大学・経営学部・教授 

 研究者番号：00267882 

 



 

 

われわれは「海外経営の企業間関係とネッ
トワーク―日中企業比較」をテーマに設定し、
た。われわれの基本的な問題意識は、後発の
中国企業がいかなる理由・要因で海外拠点を
設置するのか、そして海外に進出した中国企
業がいかなる経営を展開しているのかを企
業間関係とネットワークの視点から日本企
業と比較して検討することであった。これを
通して中国多国籍企業の経営の特徴を明ら
かにすることを目標とした。この領域の研究
はあまり研究蓄積がない領域ある。特に中国
企業の海外現地経営に関して現地調査を踏
まえた研究はほとんどなされていない。その
意味でわれわれの研究は希少価値が大きい。 
 
 
３．研究方法 

われわれは東南アジアとインドにおける
多くの中国企業および日本企業を訪問し、直
接にヒアリングを実施する方法を採用した。 
調査地域の選定は、多くの中国企業が比較的
集中的に進出していること、旅費が節約でき
ることを考慮して行った。われわれはヒアリ
ングのために基本的な質問事項について企
業間関係を中心に 10 数項目確定し、各企業
で共通に質問する方法を採用した。またヒア
リングの補助調査として各訪問先に簡単な
アンケート調査を行い、ヒアリング内容を確
認、補充することとした。 
 
 
４．研究成果 

先ずは現地ヒアリングにより多くの最新
情報データを収集できたことは本研究プロ
ジェクトの大きな成果の一つである。 

われわれは中国企業の多国籍化と現地経
営について研究目的に照らして検討し、多く
の新たな知見を得ることができた。 

ここではわれわれの研究成果の主な内容
とその意義について指摘しておきたい。第一
に、近年急増している中国企業の対外直接投
資、多国籍企業化の要因についてである。企
業の多国籍化の条件については、J.ダニング
の折衷理論（のちに折衷パラダイム）が最も
よく知られている。この理論は、ハイマー以
来の企業優位性の議論、コース以来の取引費
用理論（内部化）、および立地選択論を総合
して折衷したものである。ダニングは企業が
海外生産に進出するためには、所有優位(企
業資産の優位)、立地優位(進出先の)、内部
化インセンティブ優位(取引コスト優位)が
同時に成立することが必要十分条件である
ことを指摘した。ダニングの三つの優位の具
体的内容は極めて広範で包括的であり、国際
経営の多様性や複雑性を反映していて、非常
に現実的で応用範囲は広い。しかし、折衷理
論にはいくつかの問題があると指摘されて

いる。例えば、1980 年代半ばまでの欧米先進
国の先発多国籍企業からみた議論であるこ
と、所有優位を強調しすぎていること、内部
化優位と立地優位の条件だけで十分である
こと、実際的妥当性はあるが、説明変数が多
すぎて予測操作性がないことなどである。ダ
ニングの折衷理論は有力な枠組みであるも
のの、これで後発の中国企業の多国籍企業化
はどこまで説明できるのか、問題も指摘され
ている。例えば、中国企業の海外進出の事例
をみてみると、国際的な優位性を必ずしも備
えていない（ように見える）にもかかわらず、
一部の中国企業が海外進出している。また中
国企業の海外進出において海外に新しく拠
点を構築するグリーンフィールドの形だけ
でなく、海外の既存企業を吸収・合併（M&A）
する形が多い。つまり M&A を通して優位性を
獲得しようとしたのである。これは海外進出
の初発時点では所有優位の条件が欠けてい
ても、海外進出することによって所有優位を
後から獲得するパターンを意味している。こ
うした点を含めてわれわれの研究はダニン
グ新たな理論の再検討を試みた。 
 第二に、中国多国籍企業の経営システムや
企業間関係のありかたを国際経営論または
比較経営論の観点から明らかにしているこ
とである。主な項目として、われわれは企業
の経営戦略、国際ビジネスの機能と形態、多
国籍化のプロセス・発展段階、多国籍企業組
織のありかたを検討し、それぞれ新たな知見
を提供している。以下、若干説明しておく。 
(1) 経営戦略論の文脈では、中国企業は市場
競争戦略として特定領域の市場（ニッチ市場、
またはミドル・ローエンド市場）において価
格リーダーシップまたは集中戦略を多く採
用している。他方で製品開発能力が欠けてい
る中国企業は商品自体の差別化優位性を発
揮するのが困難である。その意味で、知的資
源の開発と現地移転が大きな課題となる。 
(2) 国際ビジネスの機能・形態の面では中国
企業の海外拠点の機能、企業間の取引関係、
グループ企業内の取引関係、取引の地理的範
囲、などについて日本企業との比較の観点か
ら検討されている。この方面の実態について
は不明の部分が多いものの、われわれの研究
は現地調査に基づき多くの知見を得た。 
(3) 多国籍化のプロセス・発展段階論・組織
編成の面では、中国企業の海外進出は歴史が
浅く、多国籍企業として初期的な段階に位置
づけられる企業が圧倒的に多い。われわれは
同地域、同産業にある中国企業と日本企業を
訪問する度に、両者の間に歴史的条件、生産
規模および管理水準等に大きな差があると
の印象を受けたが、われわれの研究は、中国
多国籍企業の発展プロセス・段階を日本の多
国籍企業やその他の多国籍企業と比較検討
しつつ位置づけようとしている。中国の多国



 

 

籍企業は、日本の多国籍企業のような発展プ
ロセスを経ていくのであろうか。または独自
性のある発展経路を示すのであろうか。この
設問には現在、十分な回答は困難であるが、
一定の示唆を示している。 

中国多国籍企業の組織編成は、多国籍企業
の発展プロセスや国際ビジネスの機能形態
と密接に関連するが、パートレットとゴシャ
ールによる古典的な多国籍企業の四つの類
型論のなかに中国企業をどのように位置づ
けることができるのか。多国籍企業は基本的
には二つの組織要因が作用する。ひとつは事
業のグローバル統合要因であり、これは親会
社のコントロールの下に子会社間の関係を
全体的に統合し方向づけるベクトルである。
もうひとつは地域的な差別化要因であり、こ
れは企業の多国籍化に伴い国・地域ごとの市
場特性に対応する分散化・現地化のベクトル
である。多国籍企業の基本課題はこの二つの
方向の異なるベクトルを戦略的にいかに調
整し、位置づけるのかにある。この点の検討
は検討をしているものの、まだ残された課題
は多い。 
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